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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

（な し）    

 

２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.27042 

（旧 No.     ) 
H19.9.4 

食品産業活動実態調査 

国内事業所調査票（事業所用） 
農林水産大臣

No.27043 

（旧 No.     ) 
H19.9.4 

食品産業活動実態調査 

国内事業所調査票（本社一括用） 
農林水産大臣

No.27044 

（旧 No.     ) 
H19.9.4 

食品産業活動実態調査 

国内事業所調査票（外食産業用） 
農林水産大臣

No.27045 

（旧 No.     ) 
H19.9.4 

食品産業活動実態調査 

海外進出企業調査票Ａ 
農林水産大臣

No.27046 

（旧 No.     ) 
H19.9.4 

食品産業活動実態調査 

海外進出企業調査票Ｂ 
農林水産大臣

No.27047 

（旧 No.26271) 
H19.9.5 

土地保有移動調査 

土地保有移動調査調査票（買主用） 
国土交通大臣

No.27048 

（旧 No.26272) 
H19.9.5 

土地保有移動調査 

土地保有移動調査調査票（売主用） 
国土交通大臣

No.27049 

（旧 No.25834) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護事業所票 

厚生労働大臣

No.27050 

（旧 No.25835) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

介護老人保健施設票 
厚生労働大臣

No.27051 

（旧 No.25836) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

介護療養型医療施設（病院）票 
厚生労働大臣

No.27052 

（旧 No.25837) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

介護療養型医療施設（診療所）票 
厚生労働大臣

No.27053 

（旧 No.25839) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

居宅サービス事業所（福祉関係）・地域密着型サービス事

業所票 

厚生労働大臣

No.27054 

（旧 No.25840) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

居宅サービス事業所（医療施設）・地域密着型サービス事

業所票 

厚生労働大臣

No.27055 

（旧 No.25838) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

訪問看護ステーション票 
厚生労働大臣
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No.27056 

（旧 No.25842) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

認知症対応型共同生活介護事業所（介護予防含む）（医療

法人以外）票 

厚生労働大臣

No.27057 

（旧 No.25841) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

認知症対応型共同生活介護事業所（介護予防含む）（医療

法人）票 

厚生労働大臣

No.27058 

（旧 No.25844) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

特定施設入居者生活介護事業所・地域密着型特定施設入居

者生活介護事業所（ケアハウス等）票 

厚生労働大臣

No.27059 

（旧 No.25843) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

特定施設入居者生活介護事業所・地域密着型特定施設入居

者生活介護事業所（有料老人ホーム等）票 

厚生労働大臣

No.27060 

（旧 No.     ) 
H19.9.13 

介護事業経営概況調査 

福祉用具貸与事業所（介護予防含む）票 
厚生労働大臣

No.27061 

（旧 No.26628) 
H19.9.20 

老齢年金受給者実態調査 

老齢年金受給者実態調査票 
厚生労働大臣

No.27062 

（旧 No.23116) 
H19.9.20 

平成１９年労働者健康状況調査 

事業所票 
厚生労働大臣

No.27063 

（旧 No.23117) 
H19.9.20 

平成１９年労働者健康状況調査 

個人票 
厚生労働大臣

No.27064 

（旧 No.26692) 
H19.9.27 

バイオ産業創造基礎調査 

バイオ産業創造基礎調査票 
経済産業大臣
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３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

107061 H19.9.3 茨城県・東京都市圏パーソントリップ調査 茨城県知事 

107062 H19.9.3 埼玉県・東京都市圏パーソントリップ調査 埼玉県知事 

107063 H19.9.3 千葉県・東京都市圏パーソントリップ調査 千葉県知事 

107064 H19.9.3 東京都・東京都市圏パーソントリップ調査 東京都知事 

107065 H19.9.3 神奈川県・東京都市圏パーソントリップ調査 神奈川県知事

107066 H19.9.3 さいたま市・東京都市圏パーソントリップ調査 さいたま市長

107067 H19.9.3 千葉市・東京都市圏パーソントリップ調査 千葉市長 

107068 H19.9.3 川崎市・東京都市圏パーソントリップ調査 川崎市長 

107069 H19.9.3 横浜市・東京都市圏パーソントリップ調査 横浜市長 

107070 H19.9.3 企業の物流効率化に関する調査 大阪府知事 

107071 H19.9.4 障害者自立支援給付事業状況報告 厚生労働大臣

107072 H19.9.4 県民健康・栄養調査 奈良県知事 

107073 H19.9.4 松山都市圏交通実態調査 松山市長 

107074 H19.9.6 大阪市工業系用途地域実態調査 大阪市長 

107075 H19.9.6 モビリティーマネジメントに関する通勤アンケート調査 神戸市長 

107076 H19.9.10 佐賀県障害者雇用に関する事業所実態調査 佐賀県知事 

107077 H19.9.10 仕事と生活の調和に関する意識調査 千葉市長 

107078 H19.9.13 平成１９年度福岡県民意識調査 福岡県知事 

107079 H19.9.14 中京都市圏物流調査 愛知県知事 

107080 H19.9.14 中京都市圏物流調査 岐阜県知事 

107081 H19.9.14 中京都市圏物流調査 三重県知事 

107082 H19.9.14 中京都市圏物流調査 名古屋市長 

107083 H19.9.18 環境問題への取り組み状況に関する事業所アンケート調査 仙台市長 

107084 H19.9.27 西遠都市圏パーソントリップ調査 浜松市長 

107085 H19.9.28 地球温暖化に関する事業者アンケート 神戸市長 

107086 H19.9.28 さぬき市母子家庭等自立促進計画策定に関するニーズ調査 さぬき市長 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

207044 H19.9.7 福祉保健基礎調査 東京都知事 

207045 H19.9.10 群馬県患者調査 群馬県知事 

207046 H19.9.10 大阪市民のスポーツと健康に関する実態調査 大阪市長 

207047 H19.9.27 西遠都市圏パーソントリップ調査 静岡県知事 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

（平成 19 年９月は該当なし） 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 食品産業活動実態調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 我が国食品産業の東アジア各国への進出状況，現地での製造・販売の実態，海外現地法人と国内企業

との関係，国内の国産・輸入別の食品流通経路・規模等，我が国食品産業全体の生産構造及び流通実態

を明らかにし，東アジア食品産業活性化戦略等の目標達成状況・検証のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－国内事業所調査票（事業所用），２－国内事業所調査票（本社一括用），３－国内事業所調

査票（外食産業用），４－海外進出企業調査票Ａ，５－海外進出企業調査票Ｂ 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）ホームページにて公表。「国内事業所調査」（平成２

０年２月下旬），「海外進出企業調査」（平成１９年１２月下旬） （表章）全国 

【経 費】 ５３，３６６千円 

※ 

【調査票名】 １－国内事業所調査票（事業所用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４２ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）国内の食品製造業，食品卸売業（商社を除く）及び食

品小売業を営む事業所 （抽出枠）経済産業省「平成１７年工業統計調査工業調査準備調査名

簿」，経済産業省「平成１４年商業統計調査商業準備調査名簿」，「２００５年全国卸売市場総

覧」，「２００５年版東京都中央卸売市場市場業者名簿」，「２００１年版全国市場ガイド」，

「全国水産卸売・外食業者名鑑２００４年版」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，５７３／母６０３，９４２ （配布）併用 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１８年度（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日ま

で）１年間 （系統）農林水産省→統計・情報センター（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１２月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．食品の仕入状況，（１）国内産食品の品目別仕入額，仕入先別仕入額割



 - 12 -

合，（２ー１）輸入食品の品目別仕入額，仕入先別仕入額割合，（２－２）輸入食品の品目別，輸

入相手国・地域別輸入額割合，３．食品の販売状況，（１）国内産・輸入食品の品目別・販売先別

販売額，（２）国内産食品の品目別，輸出相手国・地域別輸出額割合 

※ 

【調査票名】 ２－国内事業所調査票（本社一括用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４３ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）国内の食品卸売業を営む商社 （抽出枠）経済産業省

「平成１４年商業統計調査商業準備調査名簿」，「２００６食糧年鑑」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８９ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

平成１８年度（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）１年間 （系統）農林水産省

→統計・情報センター（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１２月下旬 

【調査事項】 １．食品の仕入状況，（１）国内産食品の品目別仕入額，仕入先別仕入額割合，（２ー１）輸入

食品の品目別仕入額，仕入先別仕入額割合，（２ー２）輸入食品の品目別，輸入相手国・地域別輸

入額割合，２．食品の販売状況，（１）国内産・輸入食品の品目別・販売先別販売額，（２）国内

産食品の品目別，輸出相手国・地域別輸出額割合 

※ 

【調査票名】 ３－国内事業所調査票（外食産業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４４ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）国内の外食産業のうち，喫茶店を除く一般飲食店を営

む事業所 （抽出枠）総務省「平成１８年事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０４７／母３３６，１２０ （配布）併用 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）平成１８年度（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）１

年間 （系統）農林水産省→統計・情報センター（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１２月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．食品の仕入状況，（１）国内産食品の品目別仕入額，仕入先別仕入額割

合，（２ー１）輸入食品の品目別仕入額，仕入先別仕入額割合，（２－２）輸入食品の品目別，輸

入相手国・地域別輸入額割合，３．食品の販売状況 

※ 

【調査票名】 ４－海外進出企業調査票Ａ 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４５ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）海外に現地法人を有する国内企業の全ての本社企業 

（抽出枠）海外進出企業総覧（東洋経済新報社） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，９９８ （配布）郵送 （取集）郵送・ファクシミリ装置 （記

入）自計 （把握時）平成１９年３月３１日現在 （系統）農林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月末日 

【調査事項】 １．本社企業（国内）の概要，２．東アジア地域において食品を取り扱う現地法人の状況（現地

法人名，国分類，業種分類，資本金，日本側出資比率，従業者数，食品を取り扱う工場及び店舗・

事業所数，売上高，仕入高，食品部門の仕入額の品目別割合，日本からの輸入額の品目別割合，日

本側出資者向け支払費用），３．現地法人以外の食品を取り扱う企業等からの受取収益（日本側出

資者の受取額） 

※ 

【調査票名】 ５－海外進出企業調査票Ｂ 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４６ 調査票承認番号（旧） 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）海外に現地法人を有する国内企業の全ての本社企業 

（抽出枠）海外進出企業総覧（東洋経済新報社） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，９９８ （配布）郵送 （取集）郵送，ファクシミリ装置 （記

入）自計 （把握時）平成１９年３月３１日現在 （系統）農林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月末日 

【調査事項】 １．東アジア地域において食品を取り扱う現地法人の状況（現地法人名，国分類，業種分類，資

本金，日本側出資比率，従業者数，食品を取り扱う工場及び店舗・事業所数，売上高，仕入高，食

品部門の仕入額の品目別割合，日本からの輸入額の品目別割合，日本側出資者向け支払費用） 
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【調査名】 土地保有移動調査 

【実施機関】 国土交通省土地・水資源局土地情報課 

【目 的】 全国の過去１年間に行われた土地取引につき，売主・買主の諸属性，取引価格及び取引目的等を把握

し，今後の土地対策のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 第１回調査は，昭和４５年に東京都（２３区及び島しょを除く）に限って実施されたが，昭和４７

年，昭和４８年調査は首都圏の４都県に拡大され，さらに昭和４８年から昭和５１年には２４県に，昭

和５２年には全国に拡大された。なお，従来は県，市町村を経由して調査していたが，昭和５２年から

国土庁直接の調査になっている。また，昭和５２年からは追跡用調査が新たに追加され，昭和５４年か

らは，隔年実施されてきたが本調査については，平成１３年調査をもって廃止されている。 

【調査の構成】 １－土地保有移動調査調査票（買主用），２－土地保有移動調査調査票（売主用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）調査実施年度末「調査結果報告書」及び調

査実施年の翌年の６月「土地の動向に関する年次報告」により公表予定 （表章）全国 

【経 費】 ９，９８０千円 

※ 

【調査票名】 １－土地保有移動調査調査票（買主用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４７ 調査票承認番号（旧）２６２７１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人・法人 （属性）売買による所有権移転登記があった土地につい

て，当該取引当事者である買主 （抽出枠）１．登記情報電算化地域：地価公示等のために法務省

より提供される所有権の移転に係る登記に関する情報，２．登記情報未電算化地域：土地取引規制

基礎調査で国土交通省へ報告のあった土地取引情報 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／母３６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年度，平成２０年度とも１１月中旬 

【調査事項】 １．購入土地の概要，２．買主の属性，３．土地を購入した目的，４．土地を購入した理由（個
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人のみ），５．土地の購入代金総額，６．購入代金の調達方法、借入先等（個人のみ），７．購入

の際住んでいた持ち家の利用・処分状況（個人のみ） 

※ 

【調査票名】 ２－土地保有移動調査調査票（売主用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４８ 調査票承認番号（旧）２６２７２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人・法人 （属性）売買による所有権移転登記があった土地につい

て，当該取引当事者である売主 （抽出枠）１．登記情報電算化地域：地価公示等のために法務省

より提供される所有権の移転に係る登記に関する情報，２．登記情報未電算化地域：土地取引規制

基礎調査で国土交通省へ報告のあった土地取引情報 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／母３６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年度，２０年度とも１１月中旬 

【調査事項】 １．売却土地の概要，２．売主の属性，３．売却土地の取得原因，取得年，４．土地を売却した

目的，５．売却前の土地の利用状況，６．土地売却時の土地分筆の有無，分筆前の土地の面積，

７．売却代金の運用方法（個人のみ） 
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【調査名】 介護事業経営概況調査 

【実施機関】 厚生労働省老健局老人保健課 

【目 的】 介護報酬は各々のサービスの平均費用の額等を勘案して設定することとしていることから，各々のサ

ービスについての費用等の実態を明らかにし，介護事業経営実態調査に先立ち，介護報酬骨格の検討の

ための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所票，２－介護老人保

健施設票，３－介護療養型医療施設（病院）票，４－介護療養型医療施設（診療所）票，５－居宅

サービス事業所（福祉関係）・地域密着型サービス事業所票，６－居宅サービス事業所（医療施

設）・地域密着型サービス事業所票，７－訪問看護ステーション票，８－認知症対応型共同生活介

護事業所（介護予防含む）（医療法人以外）票，９－認知症対応型共同生活介護事業所（介護予防

含む）（医療法人）票，１０－特定施設入居者生活介護事業所・地域密着型特定施設入居者生活介

護事業所（ケアハウス等）票，１１－特定施設入居者生活介護事業所・地域密着型特定施設入居者

生活介護事業所（有料老人ホーム等）票，１２－福祉用具貸与事業所（介護予防含む）票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年４月 （表章）全国 

【経 費】 ９１，６６５千円 

※ 

【調査票名】 １－介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０４９ 調査票承認番号（旧）２５８３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）指定介護老人福祉施設，地域密着型介護老人福祉施設 

（抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４１０／母５，８００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 
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【調査事項】 １．サービス提供の状況等（施設全体の概要），２．居室・設備等の状況，３．職員配置，４．

給与（施設全体，介護支援専門員等），５．収支（事業活動収入，事業活動支出総括（指導指針，

社会福祉法人会計基準），その他の収支，減価償却等の状況，補助金等の状況），６．介護予防支

援・居宅介護支援に従事する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 ２－介護老人保健施設票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５０ 調査票承認番号（旧）２５８３５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）介護老人保健施設 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／母３，４００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．療養室・設備等の状況，３．職員配置，４．給与（施設全体，

介護支援専門員等），５．収支（収入，支出総括，その他の収支），６．介護予防支援・居宅介護

支援に従事する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 ３－介護療養型医療施設（病院）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５１ 調査票承認番号（旧）２５８３６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）指定介護療養型医療施設（病院） （抽出枠）指定事業

者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１０／母２，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報
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告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．病室・設備等の状況，３．職員配置，４．給与（施設全体，介

護支援専門員等），５．収支（収入，支出総括，その他の収支），６．介護予防支援・居宅介護支

援に従事する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 ４－介護療養型医療施設（診療所）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５２ 調査票承認番号（旧）２５８３７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）指定介護療養型医療施設（診療所） （抽出枠）指定事

業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１０／母１，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．病室・設備等の状況，３．職員配置，４．給与（施設全体，介

護支援専門員），５．収支（収入，支出総括，その他の収支），６．介護予防支援・居宅介護支援

に従事する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 ５－居宅サービス事業所（福祉関係）・地域密着型サービス事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５３ 調査票承認番号（旧）２５８３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（介護予防含む）（訪問介護，訪

問入浴介護，通所介護，単独型の短期入所生活介護），地域密着型サービス事業所（介護予防含
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む）（認知症対応型通所介護，夜間対応型訪問介護，小規模多機能型居宅介護）及び居宅介護支援

事業所，介護予防支援事業所 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４５０／母８２，９２０ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労

働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．サービスに係る専用延べ床面積，３．職員配置，４．給与（事

業所全体，介護支援専門員等），５．収支（事業活動収入，事業活動支出総括（指導指針，社会福

祉法人会計基準），その他の収支，減価償却等の状況），６．介護予防支援・居宅介護支援に従事

する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 ６－居宅サービス事業所（医療施設）・地域密着型サービス事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５４ 調査票承認番号（旧）２５８４０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（介護予防含む）（訪問看護，訪

問リハビリ，通所リハビリ，短期入所療養介護）  （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３１０／母８，６００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．病室・設備等の状況，３．職員配置，４．給与（施設全体，介

護支援専門員等），５．収支（収入，支出総括，その他の収支），６．介護予防支援・居宅介護支

援に従事する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 ７－訪問看護ステーション票 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５５ 調査票承認番号（旧）２５８３８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問看護ステーション（介護予防含む） （抽出枠）

指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２０／母５，２００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．延べ床面積，３．職員配置，４．給与，５．収支（収入，支出

総括，その他の収支），６．介護予防支援・居宅介護支援に従事する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 ８－認知症対応型共同生活介護事業所（介護予防含む）（医療法人以外）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５６ 調査票承認番号（旧）２５８４２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）地域密着型サービス事業所（介護予防含む）（認知症

対応型共同生活介護） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８０／母６，６００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．サービスに係る専用延べ床面積，３．職員配置，４．給与（介

護支援専門員等），５．収支（収入，事業活動支出総括（指導指針・社会福祉法人会計基準，その

他の収支，減価償却等の状況）），６．介護予防支援・居宅介護支援に従事する介護支援専門員の

勤務状況，７．入居者の負担する費用 
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※ 

【調査票名】 ９－認知症対応型共同生活介護事業所（介護予防含む）（医療法人）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５７ 調査票承認番号（旧）２５８４１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）地域密着型サービス介護事業所（介護予防を含む）

（認知症対応型共同生活介護） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／母１，５００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．サービスに係る専用延べ床面積，３．職員配置，４．給与，

５．収支（収入，支出総括，その他の収支），６．介護予防支援・居宅介護支援に従事する介護支

援専門員の勤務状況，７．入居者の負担する費用 

※ 

【調査票名】 １０－特定施設入居者生活介護事業所・地域密着型特定施設入居者生活介護事業所（ケアハウス

等）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５８ 調査票承認番号（旧）２５８４４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（介護予防含む），地域密着型サ

ービス事業所（特定施設入居者生活介護事業所） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６０／母２７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．サービスに係る専用延べ床面積，３．職員配置，４．給与，
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５．収支（事業活動収入，事業活動支出総括（指導指針，社会福祉法人会計基準，その他の収支，

減価償却等の状況）），６．介護予防支援・居宅介護支援に従事する介護支援専門員の勤務状況，

７．特定施設入居者生活介護の利用者の負担する費用 

※ 

【調査票名】 １１－特定施設入居者生活介護事業所・地域密着型特定施設入居者生活介護事業所（有料老人ホー

ム等）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０５９ 調査票承認番号（旧）２５８４３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（介護予防を含む），地域密着型

サービス事業所（特定施設入居者生活介護事業所） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７０／母１，６００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．サービスに係る専用延べ床面積，３．職員配置，４．給与，

５．収支（事業収益，事業活動支出総括（指導指針，その他の収支）），６．介護予防支援・居宅

介護支援に従事する介護支援専門員の勤務状況 

※ 

【調査票名】 １２－福祉用具貸与事業所（介護予防含む）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６０ 調査票承認番号（旧）       

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（介護予防含む）（福祉用具貸与

事業所） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４５０／母３，９００ （配布）郵送・オンライン （取集）
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郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年９月末日現在 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１９日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況等，２．サービスに係る専用延べ床面積，３．職員配置，４．給与，

５．損益（売上高，営業費用，その他の損益），６．福祉用具に係る減価償却の状況，７．一括償

却資産の取得状況 
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【調査名】 老齢年金受給者実態調査 

【実施機関】 厚生労働省年金局数理課 

【目 的】 老齢年金受給者について，収入，支出，就業状況等の実態を総合的に把握し，年金が受給者の生活の

中で果たしている役割をとらえ，年金制度運営のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－老齢年金受給者実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「老齢年金受給者実態調査結果報告書」

（平成２０年７月末） （表章）全国 

【経 費】 ３，９４２千円 

※ 

【調査票名】 １－老齢年金受給者実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６１ 調査票承認番号（旧）２６６２８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１９年１１月１日現在の老齢年金の受給者 （抽出

枠）年金受給権者ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２３，０００／母３０，０００，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年１１月１日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１９年１１月１日～３０日 

【調査事項】 １．本人の性別・生年月日，２．世帯構成，３．本人及び配偶者の就業状況（現在・年金受給

前），４．本人及び配偶者の収入・支出・貯蓄，５．公的年金の役割に対する認識 
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【調査名】 平成１９年労働者健康状況調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 労働者の健康状況，健康管理の推進状況等を把握し，労働者の健康確保対策，自主的な健康管理の推

進等労働衛生行政運営の推進の基礎資料を得る。 

【沿 革】 この調査は，昭和４９年に初めて実施され，その後，５２年（「労働者の健康管理実態調査」），５

７年，６２年，平成４年，９年，１４年に実施されており，今回が８回目である。 

【調査の構成】 １－事業所票，２－個人票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「結果概況」（調査実施後１年以内），「調査結果報

告書」（集計終了後） （表章）全国 

【経 費】 ３１，６２４千円 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６２ 調査票承認番号（旧）２３１１６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に定める，林業，鉱業，建設業，製

造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産

業，飲食店，宿泊業，医療・福祉，教育学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類

されないもの）とする。 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査調査区分別民営事業所漢字

リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４，０００／母９０２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１９年１０月３１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県労働

局→労働基準監督署→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１１月１６日～１２月５日 

【調査事項】 １．事業所に関する事項（事業所の常用労働者数，企業全体の常用労働者数），２．健康管理対

策の実施状況に関する事項（定期健康診断について，がん検診，人間ドックについて，異常の所見
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があった労働者に対する措置について，長時間労働者に対する面接指導について，労働者の健康の

保持・増進について，心の健康対策（メンタルへルス）について，喫煙対策について，腰痛対策に

ついて，労働者の健康管理対策について） 

※ 

【調査票名】 ２－個人票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６３ 調査票承認番号（旧）２３１１７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）事業所調査を対象として抽出された事業所の労働者 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査調査区分別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８，０００／母３２，２７０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年１０月３１日現在 （系統）厚生労働省→都道府

県労働局→労働基準監督署→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１１月１６日～１２月５日 

【調査事項】 １．労働者の属性に関する事項（性，年齢，家族の状況，就業形態，職種，勤務の状況等），

２．健康管理に関する事項（職業生活（不安，悩み，ストレス）について，健康診断の受診状況，

現在の健康状態，現在の持病，自分自身の健康管理，喫煙等） 
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【調査名】 バイオ産業創造基礎調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局生物化学産業課 

【目 的】 バイオテクノロジー産業の市場規模を把握することにより，今後のバイオテクノロジー産業の振興に

係る基礎資料を得る。 

【沿 革】 平成１２年度から毎年実施。文部科学省，厚生労働省，農林水産省との協力のもと経済産業省が調査

を実施している。平成１６年度調査から，ベンチャー企業も調査対象とする。 

【調査の構成】 １－バイオ産業創造基礎調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「バイオ産業創造基礎調査報告書」（平成

２０年３月３１日） （表章）全国 

【経 費】 ６，５００千円 

※ 

【調査票名】 １－バイオ産業創造基礎調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年９月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６４ 調査票承認番号（旧）２６６９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）バイオテクノロジーの知見を利用した製品の製造及びサ

ービスの提供を行う企業 （抽出枠）平成１１年度通商産業省企業活動基本調査名簿，（財）バイ

オインダストリー協会会員名簿，（社）バイオ産業情報化コンソーシアム会員名簿，（財）バイオ

インダストリー協会が独自調査で把握しているバイオベンチャー及びバイオ中小企業名簿，（社）

農林水産先端技術産業振興センター会員等より選定，経済産業省バイオ関連プロジェクト参加企

業，バイオ関連展示会出展企業等に基づき選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８２７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１２月１日 

【調査事項】 １．企業の概要，（１）名称，所在地，記入者，電話番号，ＦＡＸ番号，（２）資本金額，

（３）常時従業者数，（４）設立年，（５）工場等所在地、出荷額割合，（６）業種分類，２．バ
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イオテクノロジー関連製品等の国内生産年間出荷額等，（１）製品分野別の国内生産年間出荷額

（出荷額及び５年後の予測），（２）製品分野別の主な利用技術及び主な製品等のカテゴリー，

（３）海外での生産動向 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 茨城県・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 茨城県土木部都市計画課 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－茨城県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－茨城県・東京都市圏パーソントリッ

プ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）都道府県 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－茨城県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６１ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）牛久市，守谷市 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母４８，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）茨城県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－茨城県・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６１ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）牛久市，守谷市 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，３５９／母１２５，５４５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）茨城県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 埼玉県・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 埼玉県 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－埼玉県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－埼玉県・東京都市圏パーソントリッ

プ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）都道府県 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－埼玉県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６２ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）深谷市，北本市 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母７７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）埼玉県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－埼玉県・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６２ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）深谷市，北本市 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，１８９／母２０７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）埼玉県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 千葉県・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 千葉県 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－千葉県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－千葉県・東京都市圏パーソントリッ

プ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）都道府県 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－千葉県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６３ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）船橋市，成田市 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母２９２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－千葉県・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６３ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）船橋市，成田市 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，２６４／母６５７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 東京都・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 東京都 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－東京都・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－東京都・東京都市圏パーソントリッ

プ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）都道府県 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－東京都・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６４ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）中央区，世田谷区 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母４７７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）東京都→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－東京都・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６４ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）中央区，世田谷区 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，７１０／母８８０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）東京都→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 神奈川県・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 神奈川県 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－神奈川県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－神奈川県・東京都市圏パーソント

リップ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）都道府県 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－神奈川県・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６５ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）相模原市，南足柄市 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母３００，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日は除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－神奈川県・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６５ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）相模原市，南足柄市 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，６６３／母６９８，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 さいたま市・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 さいたま市 

【目 的】 郵送・オンライン方式でのパーソントリップ調査について各地域での回収率及び回答の状況を確認す

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－さいたま市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－さいたま市・東京都市圏パーソ

ントリップ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）市区町村 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－さいたま市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６６ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）さいたま市大宮区，桜区 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の

人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母８３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）さいたま市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－さいたま市・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６６ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）さいたま市大宮区，桜区 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の

人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，２１８／母１８７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）さいたま市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 千葉市・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 千葉市 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－千葉市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－千葉市・東京都市圏パーソントリッ

プ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）市区町村 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－千葉市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６７ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）中央区，若葉区 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母１４４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－千葉市・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６７ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）中央区，若葉区 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０７１／母３１１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．トリプエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 川崎市・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 川崎市 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－川崎市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－川崎市・東京都市圏パーソントリッ

プ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）市区町村 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－川崎市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６８ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）幸区，麻生区 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽出

枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母１３６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）川崎市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－川崎市・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６８ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）幸区，麻生区 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽出

枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，４２７／母２９２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）川崎市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 横浜市・東京都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 横浜市 

【目 的】 郵送・オンライン方式によるＰＴ調査の実施可能性について検証するため，各地域での回収率及び回

答の状況を確認することを目的とする。 

【調査の構成】 １－横浜市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票，２－横浜市・東京都市圏パーソントリッ

プ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表予定なし （表章）市区町村 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－横浜市・東京都市圏パーソントリップ調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６９ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）横浜市中区，青葉区 （単位）世帯 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７５０／母２０２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）横浜市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．世帯員の属性，２．世帯で所有又は通常使用している自動車及び二輪車の台数 

※ 

【調査票名】 ２－横浜市・東京都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０６９ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）横浜市中区，青葉区 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／母４４３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）横浜市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月下旬から１０月上旬までの火，水，木曜日

（祝祭日を除く）の１日 

【調査事項】 １．トリップエンド属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 企業の物流効率化に関する調査 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所 

【目 的】 大阪府に何らかの拠点を有する大手荷主企業の物流戦略の方向と，物流効率化への取組状況を把握す

ることにより，今後の大阪産業全体の成長・発展を支える物流機能強化のための課題を明らかにする。 

【調査の構成】 １－企業の物流効率化に関する調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）平成２０年８月に公表予定の大阪府『平成２０年版大

阪経済・労働白書』及び産業開発研究所発行の報告書「産開研資料」にて公表する。 （表章）都

道府県 

【経 費】 １，３７５千円 

※ 

【調査票名】 １－企業の物流効率化に関する調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７０ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）大阪府内に何らかの拠点を持つ企業 （抽出枠）資本金

３億円以上の企業本社 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，４１６／母２，４１６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１９年９月３０日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月下旬 

【調査事項】 １．経営状況，２．物流業務の現状，３．関西の物流インフラの活用について 
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【調査名】 障害者自立支援給付事業状況報告 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

【目 的】 障害者自立支援法施行に伴い，制度の運営状況を把握し，制度全般について検討を加え，その結果に

基づき必要な見直し等の措置をとる必要がある。このため，本報告は，円滑な運営に資するための基礎

資料を得る。 

【調査の構成】 １－障害者自立支援給付事業状況報告 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「障害者自立支援給付事業状況報告（報告書）」（平

成２１年度） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－障害者自立支援給付事業状況報告 

【受理年月日】 平成１９年９月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７１ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８２７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自

計 （把握時）四半期間 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）平成１９年１０月以降の各四半期最終月から３月か後の１５日 

【調査事項】 １．所得階層区分別支給決定者数（月末現在），２．障害福祉サービス全体の障害程度区分認定

者数，実支給決定者数，実利用者数（何れも月末現在），日中活動サービス等の実利用者数，特定

旧法受給者（経過措置対象者）の利用者数（生活介護利用者のみ），３．障害福祉サービス種類別

の支給決定者数，利用者数，単位数，利用回数，費用額，支給額，４．重度障害者等包括支援の利

用回数，５．訪問系サービス利用者のうち支給決定者数，利用者数，単位数，利用回数，費用額，

支給額の内訳，６．日中活動サービスの支給決定者数，利用者数，単位数，利用回数，費用額，支

給額の内訳 
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【調査名】 県民健康・栄養調査 

【実施機関】 奈良県福祉部健康安全局健康増進課 

【目 的】 奈良県民の健康状況，栄養，運動，休養等の生活習慣や健康意識等を調査し，県民の健康・栄養等に

関する特性や課題を抽出し，県民の健康づくり及び食育の推進にあたり必要な対策を検討するための基

礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査票，３－生活習慣・健康意識調査票（３～１４歳

用），４－生活習慣・健康意識調査票（１５歳以上用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月）及びホームペ

ージに公表 （表章）都道府県 

【経 費】 ８，９８１千円 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７２ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）平成１９年国民生活基礎調査単位区から抽出した県内２０地区 （単位）世帯 （属

性）満１歳以上の世帯員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／母１，４１２，５３９ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）奈良県→検診機関→報告者→検診機

関→管理栄養士市養成施設→奈良県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．身長，体重，腹囲，血圧測定，２．血液検査，３．１日の運動量，服薬・運動等の問診 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７２ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）平成１９年国民生活基礎調査単位区から抽出した県内２０地区 （単位）世帯 （属
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性）満１歳以上の世帯員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／母１，４１２，５３９ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）奈良県→（社）奈良県栄養士会→報

告者→（社）奈良県栄養士会→管理栄養士養成施設→（社）奈良県栄養士会 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯状況，２．食事状況，３．食物摂取状況 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣・健康意識調査票（３～１４歳用） 

【受理年月日】 平成１９年９月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７２ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）平成１９年国民生活基礎調査単位区から抽出した県内２０地区 （単位）個人 （属

性）満１歳以上の世帯員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／母１，４１２，５３９ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）奈良県→検診機関→報告者→検診機

関→管理栄養士市養成施設→奈良県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．通園・通学状況，健康状態，運動の状況，スポーツ活動の状況，起床時間，朝食・夕食状

況，就寝時間，食生活等に関する生活習慣全般 

※ 

【調査票名】 ４－生活習慣・健康意識調査票（１５歳以上用） 

【受理年月日】 平成１９年９月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７２ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）平成１９年国民生活基礎調査単位区から抽出した県内２０地区 （単位）世帯 （属

性）満１歳以上の世帯員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／母１，４１２，５３９ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）奈良県→検診機関→報告者→検診機
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関→管理栄養士市養成施設→奈良県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．食生活，身体活動・運動，休養（睡眠），飲酒，喫煙，歯の健康等に関する生活習慣全般，

２．検診・保健指導の実績，３．メタボリックシンドロームの認知度等及び健康に関する意識等 
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【調査名】 松山都市圏交通実態調査 

【実施機関】 松山市 

【目 的】 松山都市圏の居住者を対象に，一日の交通実態等を把握することにより総合的な都市交通戦略策定の

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－松山都市圏交通実態調査世帯票，２－松山都市圏交通実態調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年３月（予定）報告書等で公表 

（表章）市区町村 

【経 費】 ４１，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－松山都市圏交通実態調査世帯票 

【受理年月日】 平成１９年９月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７３ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）松山市，伊予市，東温市，松前町，砥部町 （単位）世帯 （属性）調査対象地域内の

世帯 （抽出枠）市町が保有する住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）松山市→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）約２０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯属性，２．トリップ属性 

※ 

【調査票名】 ２－松山都市圏交通実態調査個人票 

【受理年月日】 平成１９年９月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７３ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）松山市，伊予市，東温市，松前町，砥部町 （単位）個人 （属性）調査対象地域内の

５歳以上の世帯員 （抽出枠）市町が保有する住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）松山市→民間調査機関→調査員→報告者 
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【周期・期日】 （周期）約２０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．個人属性，２．トリップ属性 
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【調査名】 大阪市工業系用途地域実態調査 

【実施機関】 大阪市 

【目 的】 市内製造業企業の流出防止，製造業企業の誘致促進に向け，市内臨海部の工業専用地域で操業する製

造業事業所の実態を把握し，効果的な工場立地支援方策の企画・立案のための基礎資料を得るため。 

【調査の構成】 １－大阪市工業系用途地域実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成１９年１２月：本市への単純計算結果

報告，平成２０年３月：結果報告書の配布及び本市ＨＰへの掲載 （表章）市区町村 

【経 費】 ５，０００千円 

【備 考】 調査結果については，大阪市における今後の工場立地支援施策の企画・立案に役立てる。 

※ 

【調査票名】 １－大阪市工業系用途地域実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７４ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）事業所 （属性）製造業事業所 （抽出枠）平成１７年工業統計

調査調査票 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）大阪市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月２０日～平成１９年１１月１９日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．事業所単位での売上状況，３．事業所単位での操業状況，４．現在地に

おける操業上のメリット・デメリット，５．企業としての事業展開等の方針，６．事業所単位での

立地に関する今後の方向性，７．工業立地に対する行政支援，８．大阪市広報媒体・各種施策の認

知度，利用状況 
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【調査名】 モビリティーマネジメントに関する通勤アンケート調査 

【実施機関】 神戸市交通局経営企画調整課 

【目 的】 マイカー利用率が高い西神工業団地，海岸線沿線企業である和田岬地区の大企業の従業員に対し，情

報提供などにより，自ら通勤行動プランを考えてもらい，それに対するフィードバックにより，通勤手

段の転換（公共交通の利用促進等）を図る。 

【調査の構成】 １－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年３月報告書作成（予定） （表

章）市区町村 

【経 費】 ４，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート 

【受理年月日】 平成１９年９月６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７５ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）西神工業団地，和田岬地区 （単位）個人 （属性）西神工業団地及び和田岬地区にあ

る企業の従業員 （抽出枠）西神工業会会員名簿等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５，０００／母２０，０００ （配布）企業から （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→企業→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月上旬（予定） 

【調査事項】 １．普段の通勤について，２．「クルマ」以外を使った通勤について，３．「クルマ」での通勤

ルートについて，４．「クルマ以外での通勤」に必要な取り組みについて，５．休日の外出につい

て，６．属性について 
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【調査名】 佐賀県障害者雇用に関する事業所実態調査 

【実施機関】 佐賀県 

【目 的】 佐賀県内企業における障害者の雇用実態の調査及び障害者雇用に関する意識調査を行い，障害者雇用

の推進の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－佐賀県障害者雇用に関する事業所実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）ホームページに公表（「佐賀県障害者施策推進協議

会」会議資料として）（平成２０年３月） （表章）都道府県 

【経 費】 ３００千円 

※ 

【調査票名】 １－佐賀県障害者雇用に関する事業所実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７６ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所 （属性）従業員１０人以上の事業所 （抽出枠）事業

所・平成１６年度企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５７２／母７，５３１ （配布）郵送 （取集）郵送・フ

ァクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）佐賀県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月３１日まで 

【調査事項】 １．事業所の業種・雇用労働者数，２．障害者雇用状況，３．雇用している事業所に対して，

（１）雇用の有無，雇用形態別・障害類型別雇用数，（２）職種別雇用数，（３）雇用上の配慮事

項，４．雇用していない事業所に対して，（１）雇用に当たっての不安事項，（２）今後の障害者

雇用への姿勢，（３）雇用に必要な条件 
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【調査名】 仕事と生活の調和に関する意識調査 

【実施機関】 千葉市市民局生活文化部男女共同参画課 

【目 的】 仕事と家庭生活とその両立についての意識や行動について把握し，今後の男女共同参画社会推進に関

する事業に反映させるための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－仕事と生活の調和に関する意識調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月） 

（表章）市区町村 

【経 費】 １，６２０千円 

※ 

【調査票名】 １－仕事と生活の調和に関する意識調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７７ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）千葉市全域 （単位）個人 （属性）２５歳以上４５歳未満の男女各１，５００人 

（抽出枠）千葉市住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母２９１，６５８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月予定 

【調査事項】 １．基礎項目（性別，年代，家族構成，職業，配偶者などの有無，子供の有無と年齢），２．働

き方に関する意識と実態，３．家庭生活に関する意識と実態，４．出産・育児と仕事の両立に関す

る理想と現実，５．仕事と家庭の両立のための望まれる取り組み 
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【調査名】 平成１９年度福岡県民意識調査 

【実施機関】 福岡県総務部県民情報広報課 

【目 的】 県民の県政に対する意識及び意見・要望など県民ニーズや行政施策の効果を把握するとともに当県の

基本計画の策定，見直しの際の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－福岡県民意識調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年３月予定 報告書の作成 （表

章）都道府県 

【経 費】 ２，０７９千円 

※ 

【調査票名】 １－福岡県民意識調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７８ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）県内に居住する２０歳以上の男女 （抽出枠）選

挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）福岡県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月９日 

【調査事項】 １．県の広報について，２．県の行政改革について 
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【調査名】 中京都市圏物流調査 

【実施機関】 愛知県 

【目 的】 中京都市圏の物の動きについて，事業所属性，輸送物資の品目・重量，輸送手段等を多面的に捉え，

都市圏の物流課題に対応する施策を検討するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ４０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０７９ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）愛知県３５市２４町１村（名古屋市，豊橋市，岡崎市，一宮市，瀬戸市，半田市，春日

井市，豊川市，津島市，碧南市，刈谷市，豊田市，安城市，西尾市，蒲郡市，犬山市，常滑市，江

南市，小牧市，稲沢市，新城市，東海市，大府市，知多市，知立市，尾張旭市，高浜市，岩倉市，

豊明市，日進市，田原市，愛西市，清須市，北名古屋市，弥富市，東郷町，長久手町，豊山町，春

日町，大口町，扶桑町，七宝町，美和町，甚目寺町，大治町，蟹江町，阿久比町，東浦町，南知多

町，美浜町，武豊町，一色町，吉良町，幡豆町，幸田町，三好町，音羽町，小坂井町，御津町，飛

鳥村） （単位）事業所 （属性）事業所 （抽出枠）平成１６年度事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１２，０００／母１１９，０００ （配布）併用 

（取集）郵送・調査員・ＷＥＢ調査 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）愛知県→民

間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１９年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要（事業所名，所在地，業種，従業員数、操業開始年等），２．主要な施設（施

設の機能，種類，規模），３．交通条件（高速道路インターチェンジまでの距離等），４．自動車

保有台数，５．搬出・搬入の状況 
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【調査名】 中京都市圏物流調査 

【実施機関】 岐阜県 

【目 的】 中京都市圏の物の動きについて，事業所属性，輸送物資の品目・重量，輸送手段等を多面的に捉え，

都市圏の物流課題に対応する施策を検討するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月末） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ２０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８０ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）岐阜県１６市１６町（岐阜市，大垣市，多治見市，関市，美濃市，瑞浪市，羽島市，恵

那市，美濃加茂市，土岐市，各務原市，可児市，山県市，瑞穂市，本巣市，海津市，岐南町，笠松

町，養老町，垂井町，関ヶ原町，神戸町，輪之内町，安八町，揖斐川町，大野町，池田町，北方

町，坂祝町，富加町，川辺町，御嵩町） （単位）事業所 （属性）事業所 （抽出枠）平成１６

年度事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）８，３００／母５３，０００ （配布）併用 （取

集）郵送・調査員・ＷＥＢ調査 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）岐阜県→民間調

査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１９年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要（事業所名，所在地，業種，従業員数、操業開始年等），２．主要な施設（施

設の機能，種類，規模），３．交通条件（高速道路インターチェンジまでの距離等），４．自動車

保有台数，５．搬出・搬入の状況 
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【調査名】 中京都市圏物流調査 

【実施機関】 三重県 

【目 的】 中京都市圏の物の動きについて，事業所属性，輸送物資の品目・重量，輸送手段等を多面的に捉え，

都市圏の物流課題に対応する施策を検討するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８１ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）三重県５市５町（四日市市，桑名市，鈴鹿市，亀山市，いなべ市，木曽岬町，東員町，

菰野町，朝日町，川越町） （単位）事業所 （属性）事業所 （抽出枠）平成１６年度事業所・

企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）６，６００／母２０，０００ （配布）併用 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）三重県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１９年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要（事業所名，所在地，業種，従業員数、操業開始年等），２．主要な施設（施

設の機能，種類，規模），３．交通条件（高速道路インターチェンジまでの距離等），４．自動車

保有台数，５．搬出・搬入の状況 
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【調査名】 中京都市圏物流調査 

【実施機関】 名古屋市 

【目 的】 中京都市圏の物の動きについて，事業所属性，輸送物資の品目・重量，輸送手段等を多面的に捉え，

都市圏の物流課題に対応する施策を検討するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月末） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ３０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－物流の実態に関する調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８２ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）名古屋市全域 （単位）事業所 （属性）事業所 （抽出枠）平成１６年度事業所・企

業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）９，８００／母７９，０００ （配布）併用 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）名古屋市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１９年１０月初旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要（事業所名，所在地，業種，従業員数、操業開始年等），２．主要な施設（施

設の機能，種類，規模），３．交通条件（高速道路インターチェンジまでの距離等），４．自動車

保有台数，５．搬出・搬入の状況 
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【調査名】 環境問題への取り組み状況に関する事業所アンケート調査 

【実施機関】 仙台市 

【目 的】 仙台市における今後の環境保全のあり方を検討するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－環境問題への取り組み状況に関する事業所アンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年２月を目途として報告書により

公表する （表章）市区町村 

【経 費】 １，６３０千円 

※ 

【調査票名】 １－環境問題への取り組み状況に関する事業所アンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８３ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）仙台市全域 （単位）事業所 （属性）常用雇用者５人以上を雇用する民営の事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）仙台市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月５日～平成１９年１０月２５日 

【調査事項】 １．事業所の規模・業種，２．環境関連計画の認知度，３．環境配慮に関する計画や組織等，

４．事業所での環境配慮の実態，５．設備導入や輸送に関する環境配慮，６．業種別環境配慮の実

態，７．環境行政への意見・要望等 
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【調査名】 西遠都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 浜松市 

【目 的】 西遠都市圏の居住者を対象に，一日の交通実態等を把握することにより，総合的な都市交通計画策定

の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－日常交通の調査票，２－高齢者のくらしと交通の調査票，３－交通アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年３月（予定）報告書等で公表 

（表章）市区町村 

【経 費】 ９１，０００千円 

【備 考】 調査主体は静岡県と政令市である浜松市の両方であり，パーソントリップ調査の進行管理や調査方針

の決定など，一体不可分であるので，静岡県と浜松市が協力して調査する。 

※ 

【調査票名】 １－日常交通の調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８４ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）浜松市 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽出枠）住

民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０７，０００／母７５１，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）浜松市→民間調査機関→調査員→報

告者 

【周期・期日】 （周期）約１０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．個人属性，２．トリップエンド属性，３．トリップ属性，４．自動車利用状況 

※ 

【調査票名】 ２－高齢者のくらしと交通の調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８４ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）浜松市 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住する６５歳以上の高齢者 （抽出
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枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）浜松市→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）約１０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．日頃の外出について，２．交通についての問題意識，３．自動車の運転について，４．居住

意向 

※ 

【調査票名】 ３－交通アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８４ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）浜松市 （単位）個人 （属性）本体調査において，自動車利用があり，追加調査への

参加意向が確認された人全員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）浜松市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）約１０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．通勤・通学時の利用交通手段とその頻度，２．通勤・通学時以外の利用交通手段とその頻

度，３．今後，自動車利用を控えようと考えているか，４．今後，できるだけ公共交通を利用しよ

うと考えているか 
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【調査名】 地球温暖化に関する事業者アンケート 

【実施機関】 神戸市 

【目 的】 地球温暖化対策地域推進計画アクションプログラム策定のための基礎資料を得るため。 

【調査の構成】 １－地球温暖化に関する事業者アンケート調査票（一般事業者用），２－地球温暖化に関する事

業者アンケート調査票（テナントビルオーナー用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成１９年度末公表予定 （表章）市区町

村 

【経 費】 １２０千円 

※ 

【調査票名】 １－地球温暖化に関する事業者アンケート調査票（一般事業者用） 

【受理年月日】 平成１９年９月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８５ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）一般事業者，テナントビルオーナー （抽出

枠）ＮＴＴ情報開発等の商品データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１７３／母７６，０４２ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月上旬 

【調査事項】 １．事業所でのエネルギー消費について，２．事業所での省エネ行動等について３．事業所の状

況について 

※ 

【調査票名】 ２－地球温暖化に関する事業者アンケート調査票（テナントビルオーナー用） 

【受理年月日】 平成１９年９月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８５ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）一般事業者，テナントビルオーナー （抽出

枠）ＮＴＴ情報開発等の商品データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００／母７６，０４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記
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入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月上旬 

【調査事項】 １．建物の所有・使用形態，２．エネルギー使用の管理方法，３．ビル管理会社が管理している

エネルギーについて，４．共用部の電気使用料金の支払いについて，５．共用部のガス料金の支払

いについて，６．共用部の地域熱供給料金の支払いについて，７．ビル全体の水道使用料金の支払

いについて，８．省エネを進めるかどうかの判断要因について，９．省エネに対するビル全体の組

織体制に，１０．問９に関連し，テナントとの連携した取組について，１１．問９に関連し，組織

体制の方式について，１２．問９に関連し，今後希望する組織体制，１３．これまで講じてきた省

エネ対策，１４．電球等の部品交換の判断者，１５．エレベーター等の補修の判断者，１６．外装

等の大規模修繕の判断者 
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【調査名】 さぬき市母子家庭等自立促進計画策定に関するニーズ調査 

【実施機関】 さぬき市 

【目 的】 さぬき市母子家庭等自立促進計画を策定するために，広く市民の意見を聴取し，反映するための基礎

資料を得る。 

【調査の構成】 １－さぬき市母子家庭等アンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「さぬき市母子家庭等自立促進計画書」

（平成２０年３月末） （表章）市区町村 

【経 費】 ９９７千円 

※ 

【調査票名】 １－さぬき市母子家庭等アンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８６ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）さぬき市全域 （単位）世帯 （属性）母子・父子・寡婦世帯 （抽出枠）母子家庭等

医療費受給者名簿（平成１９年８月１日現在） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５３５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）さぬき市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月（予定） 

【調査事項】 １．本人や家族のことについて，２．仕事のことについて，３．住宅のことについて，４．収入

や生活状況について，５．健康のことについて，６．困っていること，悩みごとについて，７．行

政への要望や利用されている福祉制度について 
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（２） 変更 

【調査名】 福祉保健基礎調査 

【実施機関】 東京都福祉保健局総務部企画課 

【目 的】 東京都内に居住する，子どもを養育している世帯の生活実態並びに子育ての状況などを明らかにし，

東京都における子ども家庭福祉施策充実のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－福祉保健基礎調査調査票② 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「速報」プレス発表（平成２０年４月予定），「確

報」プレス発表（平成２０年１０月予定） （表章）都道府県 

【経 費】 ２６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－福祉保健基礎調査調査票② 

【受理年月日】 平成１９年９月７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４４ 受理番号（旧）２０６１１３ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）都内に居住する２０歳未満の子どものいるひとり

親世帯１，２００世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／母１１７，６８２ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）平成１９年１０月２７日現在 （系統）東京都→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月２７日～１１月２６日 

【調査事項】 １．性別及び年齢について，２．就労状況について，３．育児休業制度について，４．子どもの

看護休暇制度について，５．子育てに関して感じていることについて，６．地域における子育てに

ついて，７．家族のコミュニケーションについて，８．夫婦の家事・育児分担について 
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【調査名】 群馬県患者調査 

【実施機関】 群馬県 

【目 的】 群馬県内医療施設受診患者について，傷病名，受療の種類等を調査し，疾病の種類，受療動向を明ら

かにすることにより，新群馬県保健医療計画策定の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－群馬県患者調査病院入院票，２－群馬県患者調査病院外来票，３－群馬県患者調査一般診療

所票，４－群馬県患者調査歯科診療所票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年度） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－群馬県患者調査病院入院票 

【受理年月日】 平成１９年９月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４５ 受理番号（旧）２０２０６３ 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）全医療施設 （抽出枠）医療施設台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）群馬県→県医師会・歯科医師会→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１０月９日～１１日の３日間のうち，医療機関ごとに

指定する１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所，４．入院年月日，５．受療の状況，６．診療費等

支払方法，７．紹介の有無，８．救急の状況，９．病床の種別，１０．入院の状況，１１．心身の

状況 

※ 

【調査票名】 ２－群馬県患者調査病院外来票 

【受理年月日】 平成１９年９月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４５ 受理番号（旧）２０２０６３ 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）全医療施設 （抽出枠）医療施設台帳 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）群馬県→県医師会・歯科医師会→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１０月９日～１１日の３日間のうち，医療機関ごとに

指定する１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所，４．外来の種別，５．受療の状況，６．診療費等

支払方法，７．紹介の有無，８．救急の状況 

※ 

【調査票名】 ３－群馬県患者調査一般診療所票 

【受理年月日】 平成１９年９月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４５ 受理番号（旧）２０２０６３ 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）全医療施設  （抽出枠）医療施設台

帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５９６ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）調査日現在 （系統）群馬県→県医師会・歯科医師会→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１０月９日～１１日の３日間のうち，医療機関ごとに

指定する１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所，４．入院・外来の種別，５．受療の状況，６．診

療費等支払方法，７．紹介の有無，８．救急の状況，９．病床の種別，１０．入院の状況，１１．

心身の状況 

※ 

【調査票名】 ４－群馬県患者調査歯科診療所票 

【受理年月日】 平成１９年９月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４５ 受理番号（旧）２０２０６３ 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）全医療施設 （抽出枠）医療施設台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９６１ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）群馬県→県医師会・歯科医師会→報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１０月９日～１１日の３日間のうち，医療機関ごとに

指定する１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所，４．外来の種別，５．傷病名，６．診療費等支払

方法 
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【調査名】 大阪市民のスポーツと健康に関する実態調査 

【実施機関】 大阪市 

【目 的】 大阪市民のスポーツと健康に関する意識と現状を把握し，スポーツ施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－大阪市民のスポーツと健康に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月頃） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ２，７００千円 

※ 

【調査票名】 １－大阪市民のスポーツと健康に関する調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４６ 受理番号（旧）１０２０５１ 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）大阪市内在住満２０歳以上の男女（外国籍住民含

む） （抽出枠）選挙人名簿，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２，１９３，７４５ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１０月初旬から１０月中旬 

【調査事項】 １．フェイスシート事項，２．健康について，３．運動・スポーツについて，（１）運動・スポ

ーツの現状について，（２）スポーツクラブや同好会への加入について，（３）総合型地域スポー

ツクラブについて，（４）スポーツ行事とボランティアについて，（５）スポーツ観戦や大会の認

知について，（６）スポーツ情報サービス，その他について 
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【調査名】 西遠都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 静岡県 

【目 的】 西遠都市圏の居住者を対象に，一日の交通実態等を把握することにより，総合的な都市交通計画策定

の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－日常交通の調査票，２－高齢者のくらしと交通の調査票，３－交通アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年３月（予定）報告書等で公表 

（表章）都道府県 

【経 費】 ３９，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－日常交通の調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４７ 受理番号（旧）１９５０２８ 

【調査対象】 （地域）磐田市，袋井市，湖西市，森町，新居町 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住

する５歳以上の人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４５，０００／母３１２，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）静岡県→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）約１０年 （実施期日）平成１９年１０月から１１月までの火，水，木曜日のうちの

１日 

【調査事項】 １．個人属性，２．トリップエンド属性，３．トリップ属性，４．自動車利用状況 

※ 

【調査票名】 ２－高齢者のくらしと交通の調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４７ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）磐田市，袋井市，湖西市，森町，新居町 （単位）個人 （属性）調査対象地域に居住

する６５歳以上の高齢者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 
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（把握時）調査日現在 （系統）静岡県→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）約１０年 （実施期日）平成１９年１０月から１１月までの火，水，木曜日のうちの

１日 

【調査事項】 １．日頃の外出について，２．交通についての問題意識，３．自動車の運転について，４．居住

意向 

※ 

【調査票名】 ３－交通アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１９年９月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４７ 受理番号（旧）       

【調査対象】 （地域）磐田市，袋井市，湖西市，森町，新居町 （単位）個人 （属性）本体調査において，

自動車利用があり，追加調査への参加意向が確認された人全員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）静岡県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）約１０年 （実施期日）平成１９年１０月から１１月までの火，水，木曜日のうちの

１日 

【調査事項】 １．通勤・通学時の利用交通手段とその頻度，２．通勤・通学時以外の利用交通手段とその頻

度，３．今後，自動車利用を控えようと考えているか，４．今後，できるだけ公共交通を利用しよ

うと考えているか 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(4) (4) (4) (12)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 6 615

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 2 96

(3) (4) (4) (5) (16)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 8 711

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 6 479

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 15 575

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 21 1054

2 2 0 0 0 1 5

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (28)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 9 189

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (29)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 9 194

(1) (1) (1) (1) (4)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 14 952

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 39 2115

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 8 2 2 2 2 2 4 27

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 46 2784

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 89 4960

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 70 2979

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 17 651

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 207

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 32

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (1) (114)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 14 1086

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (122)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 105 4955

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 24 995

11 1 7 11 27 4 61

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 3 571

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (207)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 15 1645

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (232)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 46 3272

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 43 1578

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 15 1339

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 58 2917

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (67)

2 1 4 11 1 1 1 2 23

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 24 849

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 9 412

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 312 440 353 19043

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 325 448 362 19455

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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年（月） 備　考

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(4)

1 1 3 3 1

1

(4)

1 1 3 1 3 1

1 4 6 8 1

3 5 7 3

1 3 4 5 6 7 11 1

1

(4)

6 1 2

(4)

6 1 2

1 1 7

3 1 4 2 9 16 2 3 2

2

3 1 2 5 5 8 16 9 13

8 1 5 2 5 7 9 24 18 12 15

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

平成19年平成18年
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

12 14 11 1 24

4 11

1 2

1 1

(2)

8 3 2 2 7 5

(2)

13 14 12 1 12 3 39 1 2 7 5

19 2 1 1

3 6 4

1 2

(2) (1)

7 1 6 4 1

(2) (1)

30 1 6 12 1 5 2 1

13 4 2 3 4 1 1 1 2

6 2 6 4 2 3 10 2

19 6 2 9 4 5 3 1 5 10 2

(1)

2

8 4 2

4 2 1

48 53 21 25 20 34 59 18 45 31 31 23

48 53 21 25 20 34 63 20 45 31 32 23

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名

平成19年平成18年
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 8 301

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 30 30 760

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 5 51

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 63 2911

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 87 1966

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 4 24 141

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 30 38 1525

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 15 673

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 28

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 1 81

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 114 109 4748

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 98 133 3480

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 10 29 231

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

新 規 1 1 1 1 2 1 1

国 変 更 1 3 4 1 2 6 1 1 2

中 止 1 3

新 規 14 3 6 5 3 2 4 4 4 7 11 12

変 更 10 6 2 3 3 1 4 5 5 3

中 止 1 1 1 3 1 1

新 規 3 1 2 4 2 4 6 13

市 変 更 3 1 1 1 1 2 1

中 止

新 規

変 更 2 1

中 止

新 規 18 5 8 9 5 3 5 6 9 7 17 26

変 更 14 10 7 6 2 10 1 1 6 8 7 4

中 止 1 2 1 6 1 1

平成19年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成18年年（月）

実施機関名
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